
播磨臨海地域

カーボンニュートラルポート（CNP）形成計画

姫路港 東播磨港

【 骨子（素案） 】

～ ファースト・ムーバー 「播磨」 for 瀬戸内・関西 ～

作成年月日 令和５年４月12日
作成部局課室名 土木部 港湾課

【問い合わせ先】
土木部港湾課港湾計画班
TEL：（直通）078-362-9274（内線）4455 ※最終的には港湾法に基づく計画としてとりまとめ

（令和5年夏頃を予定）



CNP形成計画策定の目的1

ファースト・ムーバー 「播磨」 for 瀬戸内・関西を基本コンセプトに、脱炭素化に向けた先進的な取組

みを進め、産業と経済の好循環を生み出す。

背景

CNP
形成計画

目指す姿

脱炭素化ニーズの高まり

瀬戸内・関西における水素等の
サプライチェーンの拠点形成

地域の面的・効率的な脱炭素化

ファースト・ムーバー 「播磨」 for 瀬戸内・関西基本コンセプト：

• 国際的に脱炭素化の議論が加速する中、我が国でも、2050年カーボンニュートラルを宣言

• 産業分野においても、SDGs重視の動きが進展

• カーボンニュートラルは国際競争力強化に、重要な要素

• 神戸港では、世界に先駆けて日豪間の液化水素運搬や水素発電などを実証

播磨の脱炭素化を契機とした、瀬戸内・関西の産業と経済の好循環

※ファースト・ムーバー・・・最初に行動する人
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豊田市 播磨臨海 市原市 堺市 大阪市 横浜市

14.7兆円

6.7兆円

4.0兆円 3.5兆円 3.5兆円 3.5兆円

播磨臨海
地域

発電・鉄鋼・化学などエネルギー多消費型の産業が集積し、製造品出荷額 6.7兆円 は 全国第２位

姫路港LNG発電所の認可出力 443万k  は瀬戸内で第１位 （全国第4位）

播磨臨海地域の特徴２

■ 産業・発電等のエネルギー需要が大きい

出典：経済産業省「工業統計調査」(2021) 播磨臨海地域：明石市、稲美町、加古川市、高砂市、播磨町、姫路市、太子町、神戸市西区

港湾 発電所 認可出力

木更津港 富津 516 万kW

新潟港 東新潟 486 万kW

四日市港 川越 480 万kW

姫路港 姫路第一、第二 443 万kW

千葉港 千葉 438 万kW

出典：電気事業便覧2021

鉄鋼業

17%

化学工業

13%

生産用機械器具製造業

10%

輸送用機械器具製造業

9%

電気機械器具製造業

9%

その他

42%

日本製鉄(株)

(株)ダイセル

世界シェアNo.1 

液晶ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ光学ﾌｨﾙﾑ
用酢酸ｾﾙﾛｰｽ

軸受鋼

山陽特殊製鋼(株)

国内シェアNo.1 

車載用ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ電池ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ用

ﾌﾟﾗｲﾑﾌﾟﾗﾈｯﾄｴﾅｼﾞｰ＆ｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ(株)

世界シェアNo.1 

J-POWER
ｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝｻｰﾋﾞｽ(株)

認可出力：50万kW

ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ

三菱重工業(株)

世界シェアNo.1 車載ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ用ｶﾊﾞｰｶﾞﾗｽ

AGC(株)

世界シェアNo.1 

LNG気化器、スクリュ式圧縮機

(株)神戸製鋼所

世界シェアNo.1 

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ樹脂改質材

(株)カネカ

世界シェアNo.1 

産業用ﾛﾎﾞｯﾄ（半導体ｳｴﾊｰ搬送用）

川崎重工業(株)

世界シェアNo.1 

認可出力：
第一：151万kW 第二：292万kW

(株)関西電力 姫路第一・第二発電所

LNG発電所の認可出力製造品出荷額

6.7兆円の
内訳

高吸水性樹脂

(株)日本触媒

世界シェアNo.1 

大阪ガス(株)

※火力発電所の認可出力のみ標記(自家発電除く)

6.7兆円 全国第2位

443万kW 瀬戸内で第1位
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播磨臨海地域の特徴２

■ エネルギー供給拠点としてのポテンシャルが高い

姫路港のLNG輸入量 1,375万t は 全国第5位 で、鉄道による広域的な供給網も形成可能である。

瀬戸内・関西の他港湾と海上輸送による連携が容易で、高規格道路網の整備も進められている。

近い将来に想定される南海トラフ地震による津波の影響も少ない。

出典：令和３年 港湾統計調査（国土交通省）

LNG輸入量

港湾 輸入量
全国に占める

割合

木更津港 2,274 万t 16 %

千葉港 1,954 万t 14 %

名古屋港 1,483 万t 10 %

川崎港 1,464 万t 10 %

姫路港 1,375 万t 10 %

出典：水素利用の規制緩和と鉄道による水素輸送に関する基礎的検討／2008年2月（鉄道総研報告）

※現在は輸送休止中

出典：国土数値情報（国土地理院）

瀬戸内

関西

JR貨物によるLNG輸送実績有※

(姫路貨物駅～富山貨物駅)

南海トラフ地震による津波浸水想定 播磨～大阪への高規格道路の整備状況

臨海部の浸水被害なし

姫路市

高砂市

加古川市

瀬戸内・関西の結節点

事業中 計画中（都市計画決定済）

計画中（ﾙｰﾄ帯決定済）計画中

姫路港

東播磨港

※最大クラスの津波（L2津波）

播磨臨海地域道路

1,375万t 全国第5位

4



本計画は「播磨臨海地域CNP推進協議会」において検討し、港湾管理者である兵庫県が策定する。

策定後は、同協議会を適宜開催し、取組の進捗状況を確認・評価するとともに、技術の進展や次世代

エネルギーの需給動向を踏まえ、必要に応じて計画の見直しを行う。

学識
経験者

兵庫県立大学大学院工学研究科教授
新産業創造研究機構理事
ロジスティクス経営士

伊藤 省吾
川村 昌志
上村 多恵子

企業

岩谷産業㈱

㈱カネカ高砂工業所

㈱神戸製鋼所

西日本旅客鉄道㈱

大阪ｶﾞｽ㈱

川崎重工業㈱

山陽特殊製鋼㈱

㈱日本触媒

㈱大林組

関西電力㈱

㈱ダイセル

日本製鉄㈱

ﾌﾟﾗｲﾑﾌﾟﾗﾈｯﾄｴﾅｼﾞｰ＆ｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ㈱ 丸紅㈱

三菱重工業㈱ AGC㈱ J-POWERｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝｻｰﾋﾞｽ㈱

関係団体
姫路港運協会
東播磨港運協会
ひょうご埠頭株式会社

姫路商工会議所
加古川商工会議所
高砂商工会議所

行政
国土交通省近畿地方整備局 経済産業省近畿経済産業局
姫路市 加古川市 高砂市 神戸市
兵庫県

事務局 兵庫県土木部港湾課

CNP形成計画の推進体制３

播磨臨海地域CNP推進協議会

（50音順）
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播磨臨海地域のカーボンニュートラル化の取組み４

瀬戸内海
他港への二次輸送

バイオマス発電所の建設

広畑バイオマス発電㈱

鉄道による水素輸送
水素ｽﾃｰｼｮﾝ設置

(ｸﾞﾘｰﾝ水素生成を含む)

西日本旅客鉄道㈱

ｾﾞﾛｶｰﾎﾞﾝｷｬｯｽﾙ構想

姫路市

旅客船ﾀｰﾐﾅﾙでの太陽光発電

兵庫県

製鉄工程の脱炭素化
低炭素ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ立上げ

日本製鉄㈱

製鉄工程の脱炭素化
低炭素ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ立上げ

㈱神戸製鋼所

水素混焼・専焼ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝの燃焼実証

三菱重工業㈱

天然ガス発電所の建設

姫路天然ガス発電㈱

火力発電所のｾﾞﾛｶｰﾎﾞﾝ化
(水素等)

関西電力㈱

大阪ガス㈱

ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙな都市ｶﾞｽの導入
合成ﾒﾀﾝの都市ｶﾞｽへの注入
(ﾒﾀﾈｰｼｮﾝ)

水素ｲﾝﾌﾗ水素利用拡大
にかかる研究開発の加速

兵庫県立大学

・照明のLED化

・太陽光発電の導入

・再ｴﾈ電力の購入

・荷役機械等のEV化・FC化

【公共埠頭内】

兵庫県・関係企業

【船舶・車両】

兵庫県

・環境船の入港料減免

・陸上電源供給の導入

関係企業

・運送車両のEV化・FC化

・ﾊﾞﾝｶﾘﾝｸﾞ拠点の整備

NOX

SOX

CO2

・ﾌﾞﾙｰｶｰﾎﾞﾝ生態系の活用

【その他】

兵庫県

・浚渫土の固化処理による炭素貯留技術の実証

国土交通省

・受入施設等の整備

・海外から輸入

県・関係企業

【水素等の受入環境の整備】

大阪湾
他港への二次輸送

【神戸港】

ｾﾞﾛｶｰﾎﾞﾝｼﾃｨ宣言

姫路市

ｾﾞﾛｶｰﾎﾞﾝｼﾃｨ宣言

高砂市

ｾﾞﾛｶｰﾎﾞﾝｼﾃｨ宣言

加古川市

姫路駅

姫路貨物駅

西日本旅客鉄道㈱

燃料電池列車の導入

日本貨物鉄道㈱

工業炉への水素利活用

㈱神戸製鋼所

※各事業者の取組期間・CO2削減達成見込量を検討中

(ひめじ別所)
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播磨臨海地域のCO2排出量は、2013年度で 3,875万ﾄﾝ

2050年にCO2排出量ゼロ（カーボンニュートラル）を目指す。

温室効果ガス排出量と削減目標５

CO2排出量CO2排出量の集計区分

港湾荷役機械

管理棟､倉庫､

物流施設、事務所等

停泊中の船舶

発着する輸送車両

事業活動における
エネルギー使用

公
共
埠
頭
内

船
舶
・車
両

公
共
埠
頭
外

火力発電所
製鉄工場
その他製造工場

付帯する港湾施設 等

貨物を輸送する車
両の燃料利用

船舶の停泊等の
燃料利用

施設の電力使用

機械の燃料及び
電力使用

区分 主な施設 排出源

※ 船舶・車両については、公共埠頭以外の専用岸壁等を利用する船舶・車両も含む

※ 公共埠頭外はエネルギー使用量合計が原油換算 1,500kl/年以上の事業者を対象

※ CO2排出量は電気・熱配分前の数字

2013年

3,875 万ﾄﾝ

2050年

0 万ﾄﾝ

神戸港

北九州港

四日市港

鹿島港

播磨臨海地域

名古屋港 3,974

2,110

1,211

県全体のCO2排出量との比較

県全体

7,518 万ﾄﾝ

播磨臨海地域

3,875 万ﾄﾝ

全国港湾との比較

※ R５.3.1時点でCNP形成計画（案）を

公表している港湾と比較

3,875

1,937

1,579

（単位：万ﾄﾝ）

播磨臨海地域

3,875万ﾄﾝ

（千葉港、木更津港、川崎港等は未公表）

検討中

2030年

現時点の達成見込み 最終目標

継続的な
取り組み
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水素等の供給目標６

瀬戸内海他港への２次輸送

姫路港

姫 路 港

2030年： 10 万ﾄﾝ

2050年：359 万ﾄﾝ
H2

東 播 磨 港

2030年： 9 万ﾄﾝ

2050年：155 万ﾄﾝ
H2

東播磨港

播磨臨海 名古屋港 横浜港 鹿島港 四日市港 北九州港

255

播磨臨海
地域

2030年の水素需要は年間で約19万ﾄﾝが見込まれる。

2050年の水素換算需要※は年間で が見込まれる。

※ 2050年の需要量は、現在（2021年）の消費エネルギーをすべて水素換算したポテンシャル量を計上

※ 後背地へのエネルギー供給（都市ガス）についても、水素換算したポテンシャル量を計上（姫路港）

※ 今後、瀬戸内海・大阪湾他港への２次輸送により、水素需要はさらに増加することも見込まれる。

全国港湾との比較 水素等の供給量

571
404

267 255 229

（単位：万ﾄﾝ）

約571万ﾄﾝ

※水素など次世代エネルギーの
受入施設の規模等を検討中

※ R５.3.1時点でCNP形成計画（案）を
公表している港湾と比較

（千葉港、木更津港、川崎港等は未公表）

0 万ﾄﾝ

2050年

571 万ﾄﾝ
検討中

(現時点で約19
万ﾄﾝを見込む)

2030年

最終見込み

継続的な
取り組み

2013年
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大阪湾他港への２次輸送

H2

2050年：57 万ﾄﾝ

※ 神戸港CNP形成計画より

【神戸港】

2030年： 4 万ﾄﾝ



播磨臨海地域のカーボンニュートラルに関する最近の動き

７月 播磨臨海地域カーボンニュートラルポート推進協議会設置

８月 関西電力（株）：姫路エリアでの液化水素サプライチェーン構築検討を表明

12月 関西電力（株）・川崎重工業（株）：液化水素サプライチェーンの構築に向けた海上
輸送等に関する協業の覚書締結

夏 頃 兵庫県：港湾法に基づく「港湾脱炭素化推進計画」として計画のとりまとめ

Ｒ４年度

Ｒ５年度
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４月 兵庫県：播磨臨海地域カーボンニュートラルポート形成計画 骨子（素案）の公表

JR西日本（株）： 「鉄道ｱｾｯﾄ活用による水素利活用の検討開始について」公表

５月末 国：水素基本戦略改定

再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ・水素等関係閣僚会議：５月末の水素基本戦略改定を公表



次世代産業の立地支援強化参考

設備補助率

成長産業分野の立地については、全県で設備補助率を７％

特に世界潮流である脱炭素の切り札とされる水素関連は10％に設定

地 域 通 常 本 社
研究施設

促進地域 ５％ ７％
一般地域 3％ ５％

地 域 通 常
本 社
研究施設
ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ

重点支援業種

水素
関連

多自然地域 ５％ ５％ ７％ 10％
ﾍﾞｲｴﾘｱ地域 ５％ ５％ ７％ 10％
一般地域 3％ ５％ ７％ 10％

＜現行＞

＜見直し後＞

養父市

重点支援業種は全県対象

「産業立地条例」を改正し、水素関連産業の立地を促進

重点支援業種

１ 新エネルギー、環境（水素等）
２ 航空産業
３ ロボット産業
４ 健康医療産業
５ 半導体産業

水素ステーション整備費の補助

補助対象

対象経費

補助金額

国庫補助の交付決定を受け、県内に当該設備
を設置する者

水素ステーションの設置に要する経費

以下のいずれか小さい方
・5,000万円
・対象経費から国庫補助金と8,000万円を引いた額

成長産業育成のための研究開発支援

・設備・機器等の新製品の量産前試作の経費支援

・産学官連携による可能性調査・研究、試験分析等の経費支援

補 助 額

可能性調査・研究 １０万～100万円

応用ステージ研究 １００万～１，０００万円

コンソーシアム発研究 10～１，０００万円

補 助 額 上限300万円（補助率1/2）

成長産業分野における試作開発支援
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地域産業立地課

水大気課

地域産業立地課・新産業課

新産業課


